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研究成果の概要（和文）：先行事例からの退院支援行為の抽出により、病棟看護師は家族・他専門職との情報共有、在
宅での医療処置等の指導などを主に行っていること、退院支援看護師は他機関との調整のほか、患者・家族への説明や
院内の調整を行っており、特に退院が近づくにつれ多くの支援行為を行っていることが明らかになった。
退院後の訪問看護利用促進事業については、費用負担を要しない退院後の訪問看護利用によって、必要性を感じていな
かった患者も訪問看護の利用を希望するようになったことが明らかになった。
退院支援部門を有しない病院でのアクションリサーチでは、スクリーニング票の導入とカンファレンスにより、看護師
の退院支援実践能力の一部が向上した。

研究成果の概要（英文）：By extracting supports given to patients for them to leave hospital, the authors 
found that ward nurses mainly played the roles of 1) sharing information with the patient’s family and 
other specialists, and 2) teaching the patient and/or family the medical procedures to be performed at 
home. On the other hand, discharge planning nurses were in charge of 1) coordinating with other divisions 
in and outside the hospital, and 2) giving explanations to the patient and his/her family. Particularly, 
much support was given immediately prior to discharge.
In a home nursing utilization promotion project, it was discovered that use of a free home nursing 
service after discharge made patients aware of their need and desire to receive home nursing.
In an action research at a hospital that did not have a discharge planning division, the duties of ward 
nurses involved in discharge planning partly increased by introducing the screening questionnaire and 
patient conferences.

研究分野：地域看護学

キーワード： 退院支援　在宅ケア
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１．研究開始当初の背景 

退院支援の重要性が広く認識され、診療報
酬も算定されるようになっているが、同時に
退院支援の質確保が今後の課題となってい
る。家族機能がますます弱体化している日本
において、退院支援の質をあげることは、再
入院を予防し、地域ケアの安定的供給・病院
機能の有効活用の両面で非常に重要である。
実際、2008 年の診療報酬改定で後期高齢者
退院調整加算等が新規に算定され、2010 年
には対象が拡充されるなどの追い風により、
退院支援担当者を置く病院は急速に増加し
ている。 

退院支援については、退院困難者のスクリ
ーニング、アセスメント、計画、実施、フォ
ロアップというプロセスが提示されており
（Volland, 1988）、宇都宮らはさらに、アセ
スメントから実施の段階を 3 つにわけて患者
の意思決定を重視したプロセスを提示して
いる（宇都宮、2010）。また、退院困難者の
スクリーニング項目としては、年齢、家族形
態、ADL、認知機能、疾患などがあり
（Blaylock,1992; 鷲見,2007）、退院支援者の
具体的な実施内容については、質的研究が幾
つか行われている（Bull & Roberts, 2001; 

Day et al. 2009; Tomura et al.2012)。さらに、
退院支援者の能力を評価するために、退院支
援の一般的なプロセスに基づいて尺度を開
発する試みも行われている。しかし、患者
個々の特性・状況に適した支援内容・方法の
具体的内容については、患者のタイプ別に支
援のポイントを解説した教科書などは出さ
れているが、個々の属性にまで踏み込んで整
理されたものは見当たらない。 

退院支援は事例による多様性が大きいた
めに、プロセスを客観的に評価することが難
しいが、退院支援者の数が急速に増大する中、
事例の条件に応じた標準的な支援内容を規
定することができれば、退院支援者の教育や
評価への活用可能性が大きいと考え、本研究
の着想に至った。 

 

２．研究の目的 

本研究では、退院支援事例を収集し、
実施された退院支援について詳細に多
方面から情報収集を行い、テキストマ
イニングとパターンマッチングを用い
て分析し、患者特性別に必要な支援を
特定することを目的とする。 
また、退院後のサービス利用が適切

に行われることをめざし、退院後の訪
問看護利用促進事業が一自治体で実施
された。この事業について、退院前の
サービス利用に関する働きかけ、及び、
退院後のサービス提供体制の整備が、
退院後の生活にどのように影響するか
という観点で検証する。 
さらに、退院支援の効果を幅広い病

院で検証するため、退院支援部署の無
い病院を対象としたアクションリサー

チを実施し、部署が無い病院における効果
的な退院支援プロセスを検証することを目
的として調査を実施した。 

 

３．研究の方法 

【退院支援に関する先行事例の収集】 
国内の文献データベースによる検索およ

びハンドサーチにより、精神科を除く成人患
者に対し、自宅退院に向けた退院支援の経過
を詳細に記載している文献を 40件選択した。
これらの文献の書誌事項・対象事例の概要
（年齢、性別、疾患、家族構成、ADL、介護
保険や福祉制度・サービスの活用状況、医療
の状況、退院に向けた本人・家族の意向）、
退院支援開始の経緯、在院日数、支援開始ま
での日数について整理した後、掲載されてい
る各事例における退院支援の経過を、「行為
前の状況」「実施者」「行為の対象」「行為の
内容」「行為の目的」「行為の結果」という軸
で整理した。さらに、3 か所の病院でヒアリ
ングを行った。 
 
【退院後の訪問看護利用促進事業の評価】 
滋賀県草津市において、訪問看護を要する

市民が適切に利用できるよう、要介護者にお
いて、退院後 1ヶ月間の訪問看護の自己負担
分を市が負担するモデル事業を行うことに
なった。そこで、本研究では市のモデル事業
を活用して訪問看護を導入する要介護者の
特徴を明らかにすることにより、本事業の継
続に当たって必要な基礎資料を得ると共に、
退院後の患者の状況を把握することによっ
て本事業の評価を行った。（図 1参照） 
具体的には、モデル事業の対象者の属性を

把握すると共に、事業の説明の前後で対象者
の訪問看護に対する認識や利用意向がどう
変わるかを確認した。さらに、1 か月間の訪
問看護導入後、有料となっても継続して利用
する意向があるかどうかについて尋ねた。 
 
【退院支援部署を有しない病院でのアクシ
ョンリサーチ】 
退院支援部署を有しない１病院において、

図 1 モデル事業のフローチャート 



支援方法の確立の一助として、スクリーニン
グ票の導入とハイリスク患者に関するカン
ファレンスの実施を取り入れ、その効果評価
を行った。具体的には、効果評価としては、
看護師の態度や実践に関する質問紙調査を
介入前後で実施すると共に、退院支援の必要
性の判断が介入前後でどう変わるかを検証
した。（図 2 参照） 
 
４．研究成果 
【退院支援に関する先行事例の収集】 

20 例の先行事例検討により、各事例あたり、
10～60 程度の行為が抽出された。病棟看護師
と退院支援看護師はいずれも退院支援行為
の実施者として重要な役割を果たしており、
特に病棟看護師は家族・他専門職との情報共
有、在宅での医療処置などに関する説明や指
導、退院支援の依頼などを主に行っていた。
退院支援看護師は、他機関との調整などのほ
か、患者・家族への説明や院内の調整も行っ
ており、特に退院が近づくにつれ多くの支援
行為を行っていた。一方、先行研究で提示さ
れている事例は、退院支援を要する患者とし
て特定されてからのプロセスに焦点が当た
っており、退院支援に関するアセスメントに
ついては十分な結果が得られなかった。 
合わせて実施したヒアリングからは、病院

へのヒアリングにおいては、患者のスクリー
ニング、アセスメントについて焦点を当てて
尋ねた。その結果、入院前・外来通院中から
のスクリーニング・アセスメントが重要であ
り、そこでは専門看護師や認定看護師など、
アセスメント力に優れた人員を配置するこ
とが効果的である事が示唆された。 

 
【退院後の訪問看護利用促進事業の評価】 

滋賀県草津市における訪問看護の適切利
用促進のためのモデル事業の効果評価を行
い、入院中には訪問看護の知識がない・ある
いは必要性を認識していない患者がモデル
事業によって退院後に訪問看護を利用し、そ
の後、必要性を理解して継続利用している事
例が複数認められたことを明らかにした。 
具体的には、2 年間で 88 名が利用し、うち

78 名はモデル事業終了後も訪問看護を継続
利用していることが分かった。中でも、入院
中の訪問看護の知識や認識について確認で
きた 35 名中、27 名は知識が無く、必要性を
認識していなかったが、そのうち 23 名はモ
デル事業終了後も利用を継続していた。（図 3
参照） 
退院前のケアマネジャーと病院スタッフ

を交えたカンファレンスが有効であった可
能性があり、退院後の適切なサービス利用を
促進するための要素の一つとしてとらえら
れることが分かった。 
 
【退院調整部署を有しない病院でのアクシ
ョンリサーチ】 
部署を有しない病院における支援方法の

確立の一助として、スクリーニング票の導入
とハイリスク患者に関するカンファレンス
の実施を取り入れ、その効果評価を行った。
その結果、看護師の実践能力に関する自己評
価項目のうち、スクリーニングとモニタリン
グに関する項目が実施後に有意に向上した。
（結果１）また、実際のハイリスク患者の特
定状況も向上した（結果２）。 
一方、患者による評価指標に改善は見られ

ず、看護師自身の「実施」に関する自己評価
項目も変化しなかったことから、カンファレ

図 2 アクションリサーチの概念図 

図 3 訪問看護利用促進事業の効果 



ンスの内容とその後のフォローに課題があ
ることが示唆され、今後の課題とされた。 
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